


















































のために，GHQ 経済科学局から1947年７月『Instruction for the Preparation 




ロスから W. G. ヘスラーを経由して F. A. マーチ宛に提出された，1948年
115


















Balance Sheet），総合損益計算書（Summary Profit and Loss Statement）
および一般報告書（General Information）の英文各四通を「昭和二十三年
六月十五日迄ニ大蔵省調査部宛ニ郵送又ハ提出」すべきことを指示した，

















































































































































































そこで，日本側関係者から GHQ 経済科学局の W. G. ヘスラーに働きか
けて発行してもらったのが，1948年３月３日付の『MEMORANDUM』と
同年４月の『MEMO FOR GENERAL MARQUAT』であったといわれる
（黒澤，1979：557）。


























































「 仍 て 速 か に 会 計 制 度 並 に 会 計 教 育 委 員 会（ 仮 称 ）（Accounting 




























































































行はれたわけではない。…Federal Reserve Board や Internal Revenue 











必要があると思う。米国では，Securities and Exchange Commission が
この会計原則の maintain の任務を担当しているが，日本の証券取引委員
会にはこのような能力もなく，又証券取引法の主な目的が証券業者の取
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